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又は登録の免除を受ける場合を除き、米国における証券の募集又は販売を行うことはできません。米国において証券の募集又は販売
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2026年２月 24日 

各    位 

会社名 日 本 製 鉄 株 式 会 社 

代表者名 代表取締役社長 兼 ＣＯＯ 今井  正 

（コード番号 5401、東証プライム、名証、福証、札証） 

問合せ先 コーポレートコミュニケーション部広報室 

（TEL  03-6867-2135、2141、2146) 

 

 

(開示事項の変更)2029年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債及び 

2031年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債の発行に関するお知らせ 

 

当社は、2026年２月 24日付「2029年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債及び 2031年満期ユ

ーロ円建転換社債型新株予約権付社債の発行に関するお知らせ」について、2029 年満期ユーロ円建転換

社債型新株予約権付社債(以下「2029年満期本新株予約権付社債」という。)及び 2031年満期ユーロ円建

転換社債型新株予約権付社債(以下「2031 年満期本新株予約権付社債」といい、2029 年満期本新株予約

権付社債と併せて「本新株予約権付社債」という。)の社債の総額をそれぞれ変更することを決定いたし

ましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．変更の理由 

当社は、本新株予約権付社債の発行条件の決定に先立って実施したブックビルディングにより把握し

た投資家の需要状況及びその他の市場動向を踏まえ、2029年満期本新株予約権付社債の総額を 2,750 億

円から 3,000億円に、2031年満期本新株予約権付社債の総額を 2,750億円から 3,000億円に増額するこ

とといたしました。当該増額に伴い、発行する新株予約権の総数が増加しますが、調達資金の使途に変

更は生じません。 

 

２．変更の内容 

2026年２月 24日付「2029年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債及び 2031年満期ユーロ円

建転換社債型新株予約権付社債の発行に関するお知らせ」からの変更内容は以下のとおりとなります。

（変更箇所は、下線を付して表示しております。） 

 

【変更前】 

（前略） 
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【調達資金の使途】 

本新株予約権付社債の発行による手取り金約5,500億円については、2026年６月までを目途に、上記〔資

金所要〕記載のUSスチール買収に係るブリッジローンの返済に全額を充当することを予定しております。

また、当該ブリッジローンのパーマネント化のための資金調達は、2024年６月の劣後特約付シンジケー

トローン並びに公募劣後特約付社債による調達、2025年９月のコミット型劣後特約付タームローンによ

る調達に加え、本新株予約権付社債の発行及び今後の負債性資金による調達をもって完了する予定です。

これにより、中長期に亘る持続的な成長戦略の実行を見据えた財務体質の強化を図ります。 

（中略） 

 

Ⅰ．2029年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債 

（中略） 

６．新株予約権に関する事項 

（中略） 

(２)発行する新株予約権の総数 

27,500個 

（中略） 

７．社債に関する事項 

(１)社債の総額 

2,750億円 

（中略） 

 

Ⅱ．2031年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債 

（中略） 

６．新株予約権に関する事項 

（中略） 

(２)発行する新株予約権の総数 

27,500個 

（中略） 

７．社債に関する事項 

(１)社債の総額 

2,750億円 

（中略） 

 

(ご参考) 

１．資金の使途 

(１)今回調達資金の使途 

本新株予約権付社債の発行による手取り金約5,500億円については、2026年６月までを目途に、上
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記〔資金所要〕記載のUSスチール買収に係るブリッジローンの返済に全額を充当することを予定し

ております。また、当該ブリッジローンのパーマネント化のための資金調達は、2024年６月の劣後

特約付シンジケートローン並びに公募劣後特約付社債による調達、2025年９月のコミット型劣後特

約付タームローンによる調達に加え、本新株予約権付社債の発行及び今後の負債性資金による調達

をもって完了する予定です。これにより、中長期に亘る持続的な成長戦略の実行を見据えた財務体

質の強化を図ります。 

（後略） 

 

【変更後】 

（前略） 

【調達資金の使途】 

本新株予約権付社債の発行による手取り金約6,000億円については、2026年６月までを目途に、上記〔資

金所要〕記載のUSスチール買収に係るブリッジローンの返済に全額を充当することを予定しております。

また、当該ブリッジローンのパーマネント化のための資金調達は、2024年６月の劣後特約付シンジケー

トローン並びに公募劣後特約付社債による調達、2025年９月のコミット型劣後特約付タームローンによ

る調達に加え、本新株予約権付社債の発行及び今後の負債性資金による調達をもって完了する予定です。

これにより、中長期に亘る持続的な成長戦略の実行を見据えた財務体質の強化を図ります。 

（中略） 

 

Ⅰ．2029年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債 

（中略） 

６．新株予約権に関する事項 

（中略） 

(２)発行する新株予約権の総数 

30,000個 

（中略） 

７．社債に関する事項 

(１)社債の総額 

3,000億円 

（中略） 

 

Ⅱ．2031年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債 

（中略） 

６．新株予約権に関する事項 

（中略） 

(２)発行する新株予約権の総数 

30,000個 
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（中略） 

７．社債に関する事項 

(１)社債の総額 

3,000億円 

（中略） 

 

(ご参考) 

１．資金の使途 

(１)今回調達資金の使途 

本新株予約権付社債の発行による手取り金約6,000億円については、2026年６月までを目途に、上

記〔資金所要〕記載のUSスチール買収に係るブリッジローンの返済に全額を充当することを予定し

ております。また、当該ブリッジローンのパーマネント化のための資金調達は、2024年６月の劣後

特約付シンジケートローン並びに公募劣後特約付社債による調達、2025年９月のコミット型劣後特

約付タームローンによる調達に加え、本新株予約権付社債の発行及び今後の負債性資金による調達

をもって完了する予定です。これにより、中長期に亘る持続的な成長戦略の実行を見据えた財務体

質の強化を図ります。 

（後略） 

 

３．今後の見通し 

上記の社債総額の増額による今期の業績予想の変更はありません。 

以 上 

 


